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論文内容の要旨
我が国の市街地再開発事業は、 40年以上経過しているが、経済社会の不調時期が長引いているため、事
業の進捗状況は厳しく、また事業完了した540地区の再開発ビルも経営不振に見舞われているO
本研究は、関西地域で事業完了した再開発ぜル176棟、管理会社58社、 33管理組合を実態調査し、再開
発ビルの管理運営問題に関する実態と課題を明らかにすることを目的としている。
序では、再開発ビルの管理運営問題が、再開発事業効果の持続に関わるべきこと、また管理主体のあり
方、自治体の関与のあり方に及ぶものであることを述べ、このような視点からの再開発ビルの管理運営に
関する既往研究がなかったことを明示し、本研究の位置づけと独自性を明らかにしている。
第1章では、事業効果の例示として、大阪駅前市街地改造事業の固定資産税増収について検証し、また
区役所、警察等の行政事務には、量的増減は少なく質的変化が生じていることを明らかにした。
第2章では、再開発ビルの実態調査から、平均的管理会社像は、資本金2億円、ビル規模2.8万m2、自
治体の出資割合30%、自治体からの資金的支援は40%、収支は58%の会社が黒字としているが、ビルの振
興に寄与する商業販促活動には消極的であること、共用管理費は、庖舗1600円1m2、住宅10600円/戸となっ
ているが、 20年間も変動しておらず、また貸ビル共益費より低額であることなどを明らかにした。
第3章では、再開発ビルが所在する45市役所を調査し、再開発ビ、ル問題を担当する部署が不備で、かっ再
開発ビル完成前後の行政支援は極めて低調で、あること、権利者への対応等も行われていないことなどを明
らかにしTこ。
第4章では、再開発ビルの管理運営問題に関する意向を、管理問題の関係者と再開発ビ、ル管理者から調
査し、自治体側からは「再開発ビルは民間ビ、ルなので行政は関与できない」、また管理会社側からは、管
理運営について過剰な要望を繰り返すビル入居者が多いなどの意見を明らかにした。
第 5章では、 2章から 4章の調査結果から、再開発ビルの管理運営問題を管理会社、自治体、法制度に
関する問題として整理・分析し、問題解決のための現状からの改善策について論述しているO
結論では、再開発事業効果を持続させるために、再開発ビ、ルの管理運営問題に関する課題として、管理
会社は、再開発ビ、ルの管理運営業務を充実させかっ公物管理責任の役割を認識すること、自治体は、再開
発ビ、ルの管理運営を支援する体制を整備すること、法制度は、事業完了後の再開発ビ、ル支援に関する制度
を整備・充実することなどを明らかにした。
論文審査の結果の要旨
我が国の再開発事業は40年の歴史があり、全国で554地区が事業完了している。しかし、昨今の経済状
? 。
況の下で小売業などのテナントが撤退、空洞化し、当初の事業目的を果たしていない再開発ビ、ルが多く見
られ、都市の活力を減じるようになった。現行の再開発事業は、事業の成立までの手続きを中心に組み立
てられており、事業完了後のフォーロー即ち管理運営のあり方が十分でないところにその要因の一つがあ
ると考えられる。
本論文は、関西地区における事業完了後の再開発ビソレ176棟を対象とし、当該再開発ビルの管理会社な
らびに所管する自治体の担当部局に対し、アンケート調査およびアンケート回収時に現地ヒヤリング調査
を実施し、この膨大な実態調査結果の分析に基づいて、事業完了後の再開発ビルにおける管理運営問題の
実態と課題をとりまとめたものである。
管理会社に対する実態調査の結果から、管理運営がビルの維持管理中心に行われビル振興のための販促
活動などビ‘ルの運営については消極的であること、自治体への調査からは、事業完了後の再開発ビ、ルに対
する体制が不備かっ行政支援策がきわめて低調であることが明らかになった。これら実践周査に基づいて、
再開発ビルの管理運営問題が管理会社のあり方、自治体の関与のあり方、そして法制度のあり方と相互の
関連性に課題があることを指摘している。この課題への対応策について、関係者へのヒヤリング結果の分
析を通じて考察しまとめている。
結論では、都市計画として整備された施設である再開発ビ、ルについては、事業の目的と効果を持続させ
るため、管理運営主体に準公物管理の責任を付与するとともに、管理会社はビル全体の振興・活性化のた
めの最善の運営を積極的に行うこと、自治体は事業完了後の再開発ビルに対する行政支援システムを整備
すること、そして以上の事柄を明確に位置づける都市再開発法、区分所有法など関連法の改正を実施する
ことを、問題解決の対応策として提起している。
都市再生や中心市街地の空洞化対策が都市政策の重要課題とされている現下の社会状況において、本論
文は事業完了後の再開発ビルについて足を棒にしてくまなく実態調査を行い、その結果を'慎重かっ適切に
考察し有益な結論を提起したものであり、これらの成果は建築学、都市工学、中でも特に都市計画分野の
発展に寄与すること大である。よって、本論文の著者は、博士(工学)の学位を受ける資格を有するもの
と認める。
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